
シン・事業承継の基本
～間違いだらけの一般常識～

ピープル総合経営研究所
代表 大石泰弘

1

新世紀JA研究会2月7日セミナー資料



目 次

１．自己紹介

２．掘り起こし型事業承継支援が必要な理由

３．事業承継の意義・目的

４．事業承継の準備開始時期

５．事業承継のパターン

６．事業承継計画書

７．支援上の注意点

2



１．自 己 紹 介

• 1983年、NECに入社。2010年まで27年間は半導体事業の生産管理、
生産計画、事業計画、SCMに従事。

• 2010年、合併により社名はルネサスエレクトロニクスに。経営企画に
従事。

• 2015年、退社。法政大学専門職大学院に入学。
• 2016年3月、大学院修了し、MBAと中小企業診断士取得。
• 2016年に製造業10社をご支援。10社中9社は事業承継準備が必要だっ
たが、必要と判断していた経営者は1社のみ。製造業の将来に危機感を感
じ、事業承継の研究を開始。プロコン塾、協会研修などに参加。

• 2018年6月から、千葉県事業引継ぎ支援センターのブロックコーディ
ネーター（現エリアコーディネーター）として２００社超と６００回超
の面談ご支援。年々相談は増加中。

• 著書
『「経営革新支援」の進め方』同友館（共著）
『業務の成果と組織の成果の分岐点』日本監督士協会（共著）など。 3



２．掘り起こし型事業承継支援が必要な理由
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１

中小企業の経営者年齢の分布（年代別）と廃業件数
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経営者の平均年齢と交代率の推移

１6

決断力の低下 健康年齢の壁



事業承継の準備はいつ始めるべきか?

１7

●事業承継の準備にかかった期間をアンケートすると５～１０年と答えた方が
一番多い。

●高齢経営者のほとんどは男性。男性の健康年齢は７２歳。平均でも６２歳か
ら準備を始める必要がある。

●実際、事業承継の準備には、健康、体力、忍耐力が必要です。たとえば認知
症になれば有効な遺言書は書けません。後継者や社員に教えたり、任せたり、
信頼して見守らなければ育たないのに、見守れなくて口出ししたりする。

●経営者の平均年齢は、どの都道府県でも６０歳前後。半分の中小企業は、準
備を始めているか、終了していなければならない。

●実態は「なんとかなる」と危機感が弱く、相談者の多くはこれから準備を始
める７０歳以上で大病をした方。

弱い危機感



まとめ

１

1. 政府は20年以上前から、さまざまな事業承継促進政策を実施してきました。
2. しかし、経営者年齢の山は2３年で2２歳高齢化し、事業承継せず廃業する
企業はどんどん増加しています。最多年齢は健康年齢に重なります。

3. 事業承継の準備は60歳から始めて70歳までに完了することが望まれます。
4. 経営者の平均年齢は全都道府県60歳前後です。
5. 半分の企業が準備を始めるか終了していなければなりませんが、多くの企
業は「なんとかなる」とか、「事業承継とは相続税対策でしょ」といった、
誤った一般常識を信じて危機感が弱く、準備が不十分です。

6. 政策が効果を発揮できなかった理由の一つは、相談来場を前提にしていた
からです。

7. 相談来場を待たず、事業者に積極的にアプローチして、早期に事業承継準
備を始めるべきだと、気づいてもらう、掘り起し型事業承継支援が必要で
す。
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３．事業承継の意義・目的
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子孫のために１円で
も多く資産を残して

やりたい

節税より
大切なこ
とがあっ
たのか！
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事業承継のとてもよくある悩み

1. 節税より大切なことがあったのか！

2. 準備開始が遅すぎた！

3. 娘しかいないし社員もいないのでで廃業する！

4. ずっと気にはなっていたけどずるずると行動しなかった！



基礎知識１:事業承継の意義・目的
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１．どんなに小さな会社でも社会的存在価値（期待）はとっても大きい。
①お客様は別のお店を探さないといけない
②社員とその家族は路頭に迷う。別の会社の仕事をみつけなければならない
③仕入れ先は別の店を探さないと連鎖倒産する
④お店の明かりがあるので近所の人は安心して歩けるなど

２．事業承継の準備の３大目的
①企業価値を高める、事業を継続する
②争いの種を減らす
③節税する

★３つともベストにする方法はない。優先順位決め、３つのバランスをとる。
①②③について総合的なバランスの取れた助言ができる専門家に相談する。
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1. 節税より大切なことがあったのか！
→・事業承継の社会的意義は大きい
・節税以外にも目的はいろいろある
・目的の全部をベストにするのは不可能。優先順位を明確にする
・総合的に助言してくれる専門家を探す

事業承継のよくある悩み１の解決方針

優先順位 決断力 総合性事業vs私的な思い複数目的



４．事業承継の準備開始時期
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俺ができる間は交代しない

高齢になったら考える

俺は病気らしい病気をしたこ
とがない

準備が遅
すぎた！



基礎知識２:事業承継準備の分野は４つ

引退後の
生きがい
・個人事業主

・社員のいない事業

1

２ ３

４
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税務法務



◆４つの分野（１）人の承継（２）資産の承継（３）知的資産（強み・持ち
味）の承継（４）引退後の生きがいの準備。

（１）の検討例。①いつ代表を交代するか②誰を後継者にするか③後継者の覚
悟をどうつけるか④後継者に何をどう経験させるか

（２）の検討例。①株式と事業資産の所有者をどうやって集中するか②役員借
入金をどうやって解消するか③経営者保証をどう解除するか

（３）の検討例。①なじみのお客様が他の店で買わない理由②これからのお客
様は何が欲しいのか・何に困るのか③当社の強みや持ち味をどうやって後継者
に理解させようか

（４）の検討例。①何事か起きても影響が小さい形で、何かを経営できないか
②後継者の経営を見ないでいる方法はないか

４分野の検討項目例
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基礎知識３:高齢になると現経営者に生じる問題

◆現経営者に起こる問題
①自己顕示欲が強くなり、後継者の活躍に腹を立てたり、自分が成功した方法
で経営させたくなったり、もっと業績を回復させてから承継しようとする
②認知症になり遺言書が書けなくなる
③決断力が弱まり、判断を先延ばしにして時間だけが経過する
④会社のため、社員のため、後継者のため、と言って経営に口出しを始め、誰
の忠告も聞かなくなる

★現経営者は、自分が上記の状態になることを想像するのが困難。そうなった
ときには自覚することが困難。
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２．準備開始が遅すぎた！
→・事業承継は４つの分野について検討する必要がある
・準備項目の中には、後継者の教育、役員借入金の解消、経営者保証解除、
強みの理解と承継などなど５～１０年かかるものがある

・高齢になるとできないことがあるが、自分がそうなることが想像でき
ない。現実は健康年齢で経営者数は激減している。
・６０歳になったら準備を始め７０歳までに承継完了を！

事業承継のよくある悩み２の解決方針

４分野の準備 長期的準備 健康年齢の壁



５．事業承継のパターン
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娘しかいない
し社員もいな
いので廃業す

る！

M＆Aってハゲタカでしょ

誰かが継いでくれるだろ

社長は男性でなきゃ無理



基礎知識４:事業承継の種類と特徴
メリット デメリット 留意点

Ⅰ親族内承継

・一般的に社内外の関係者から心情的
に受け入れられやすい。
・一般的に後継者を早期に決定し、長
期の準備期間を確保できる。
・他の方法と比べて、所有と経営の分
離を回避できる可能性が高い。

・親族内に、経営能力と意欲がある者
がいるとは限らない。
・相続人が複数いる場合、後継者の決
定・経営権の集中が困難。

・後継者が学校卒業後に他社に就職し、
一定のポジションに就いているなどの
場合を含め、家業であっても、早めに
アナウンスをして本人の了解を明示的
にとりつける取り組みが必要です。

Ⅱ従業員承継

・親族内に後継者として適任者がいな
い場合でも、候補者を確保しやすい。
・業務に精通しているため、他の従業
員などの理解を得やすい。

・親族内承継と比べて、関係者から心
情的に受け入れられにくい場合がある。
・後継者候補に株式取得等の資金力が
ない場合が多い。
・個人債務保証の引継ぎが難しい。配
偶者や両親が反対することも。
・今の仕事ができる人が必ずしもよい
経営者ではない。

・従業員は経営リスクをとる覚悟で入
社、就業してきておらず、白羽の矢を
立てた幹部など従業員が、経営者とな
る覚悟を得るためには、早めのアナウ
ンスと本人の了解を明示的にとりつけ
る取り組みが必要です。

Ⅲ第三者承継

・身近に後継者として適任者がいない
場合でも、広く候補者を外部に求める
ことができる。
・現オーナー経営者が会社売却の利益
を獲得できる。

・希望の条件（従業員の雇用、売却価
格、相手の人間性など）を満たす買い
手を見つけるのが困難。

・娘婿が承継する場合、株主を誰にす
るかは慎重に。
・会社内に後継者がいない場合、業績
に自信がない場合、検討することを先
延ばしにしてしまいがちですが、早め
に近くの事業引継ぎ支援センターなど
の支援機関に相談しましょう。

中小機構「中小企業経営者のための事業承継対策」をベースに筆者がアレンジ。
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３．娘しかいないし社員もいないので廃業する！
→・事業承継のパターンは３つ
・今からM&Aできる経営をして、選択肢を広げる（株
式を集中しておく、事業資産が会社の所有になっている、役員借入金が
ない、利益率が高い、資産超過、などなど）
・経営者の資質に男女の差はありません。娘さんの資質はどう？
・従業員、娘婿、甥・姪、兄弟への事業承継は、よく知っている人への
承継なので、危機感が薄い。現経営者の相続人ではないので、
より多面的な配慮が必要。より早めに、より慎重な準備。
期限までに決断を。

事業承継のよくある悩み３の解決方針

今日から変更 多面的 慎重 早期決断



６．事業承継計画書
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仕事が暇になったらやろう。

そのうちにやるから

ずっと気にはなっていたけど
ずるずると行動しなかった！



基礎知識５:事業承継準備の手順
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基礎知識６:2021年度の事業承継計画書



24

事業承継計画書の例



事業承継計画書作成の意義

 計画がないと、業務の忙しさにかまけて、準備が進まずずるず
る先延ばしになりやすい。結果的に後手になる。準備しなくて
も日々の経営に支障をきたさない。準備は面倒くさい。

 大まかでも計画を作ると準備が進みやすい

 代取交代時期と株式移転時期と方法を仮決定することが重要

 いったん計画を作ると見直しは簡単
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４．ずっと気にはなっていたけどずるずると行動しなかった
→・事業承継計画書を大まかでもいいから作成し、後継者と共有し、毎年

見直しをする。
・仮でもいいので代表交代の年月日と株式を移す方法と時期を決める
ことが重要。

事業承継のよくある悩み４の解決方針

仮日付 計画書の早期作成 後継者との対話



７．支援上の注意点
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支援上の注意点
１．支援の目的を明確に持つ

・要望に応えるだけ？
・基本知識を知ってもらった上で相手の目的を考えてもらう？

２．相手のプライバシーを尊重する（声の漏れない部屋で相談、秘密厳守）

３．中立な立場を貫く（現経営者だけ、後継者だけに偏らない。共通の目的）

４．弁護士や税理士の専任業務内容について断定的な回答をしない

５．専門家の活用にあたっては、法務・税務・経営を総合的に助言できる人材
を活用する

６．支援機関と経営者に一定の信頼関係がない場合、DMなどで相談会に誘致
する必要がある。「事業承継セミナー」の効果は期待薄。

信頼接点
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農業法人・農家の事業承継支援
１．米が主商品の場合

・競争意識の薄い農業法人・農家が多い
・商品での差別化が困難＝規模が差別化要因or品質重視の業界を顧客に
・助成金を多くもらうために複数法人や個人事業に分割すると融資を
受けにくい。株主分散は融資を受けにくい。

・付加価値は良い商品を安く作ること＝移動は付加価値を生まない
・地縁を維持しながら近隣の土地を買い取る
・小規模な場合、将来事業譲渡しやすいマネジメントや業態転換を前提

２．米以外が主商品の場合
・競争意識が比較的高い
・ブランドづくりの誤解。地域ブランド？
・顧客のニーズを直接知るチャネルを持つ。強みの強化と維持。

規模 融資地縁 事業の集中

事業資産の集中 顧客ニーズを直接知る 強みのブランド化



終わり
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